様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2021年　6月　17日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）　　りこーじゃぱんかぶしきかいしゃ
                       一般事業主の氏名又は名称 　リコージャパン株式会社
（ふりがな）　　さかぬし　ともひろ
                   　（法人の場合）代表者の氏名  　  坂主  智弘     印
住所　〒143-8555　東京都大田区中馬込１丁目３番６号

法人番号　1010001110829　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 サステナビリティレポート2020
2 IR Day 日本におけるオフィスサービス事業


	公表日
	1 2020年7月
2 2020年11月26日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 https://www.ricoh.co.jp/-/Media/Ricoh/Sites/co_jp/sales/about/csr/report/pdf/csr_report2020_all_a4.pdf?1　：P3,P5
2 https://jp.ricoh.com/-/Media/Ricoh/Sites/jp_ricoh/IR/events/2020/pdf/IRDay_05.pdf　：P19

	記載内容抜粋
	◇コロナへの危機対応とリコージャパンが果たすべき役割
・18,000人の社員と家族の健康を守るため、「感染しないこと」「人にうつさなこと」を必須の取り組みにした。
・テレワーク環境の構築を通じて、お客様の事業活動の継続へ貢献する。

◇リコージャパンのビジョン
・政府が進めるデジタル田園都市構想の担い手になる。
・「人にやさしいデジタルを全国の仕事場に」という思いでコロナ終息後のニューノーマルな働き方に向けたお役立ちを、お客様にお届けする

◇リコージャパンが今後目指す姿、力をいれていくこと
・お客様の現場やオフィスの業務課題を解決するアプリケーションサービスと連携し、働く場所を選ばないDIGITAL WORKPLACEづくりを加速する。
・EMPOWERINGDIGITAL WORKPLACES―働く人の想像力を支え、ワークプレイスを変えるサービスで社会課題の解決を行い、業界で最も尊敬される会社になることを目標としている。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	1 代表取締役社長及び、常務取締役経営企画本部長の承認により開示。
2 リコーグループの方針に則した共通内容になり、リコー取締役会より権限移譲されているGMC（Group　Management　Committee：執行ﾚﾍﾞﾙの最高会議体）にて承認済み。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 IR Day 日本におけるオフィスサービス事業


	公表日
	1 2020年11月26日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 https://jp.ricoh.com/-/Media/Ricoh/Sites/jp_ricoh/IR/events/2020/pdf/IRDay_05.pdf ：P5,P6,P7-P18


	記載内容抜粋
	◇リコージャパンのオフィスサービス基本戦略
日本での価値提供は3つの基本戦略により展開
1. 顧客の開拓と深耕による、ストックビジネスの拡大
2. お客様業務のデジタル化による、社会課題の解決
3. 全国地域未着型のこと売り・サポート力による、フルサポートサービスの強化

◇RICOH Digital Processing Service(新しい働き方を支援するソリューション群)の展開
業種業務ごとの固有の業務フローをデジタル化し、エッジデバイス・自動化サービスなどを組み合わせて、ニューノーマルに対応した新しい働き方を支援するソリューション群
1. スクラムパッケージ
・お客様の業種ごとに業務全体のフローを捉え、最適な製品・サービス・サポートを組み合わせたソリューション＆販売パッケージを展開。
2. スクラムアセット
・1,200人のSEが経験した開発事例(アプリ導入・展開・運用ノウハウ)をアセット化し、最新技術と組み合わせた中堅企業向けソリューションモデル。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	リコーグループの方針に則した共通内容になり、リコー取締役会より権限移譲されているGMC（Group　Management　Committee：執行ﾚﾍﾞﾙの最高会議体）にて承認済み。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 IR Day 日本におけるオフィスサービス事業
https://jp.ricoh.com/-/Media/Ricoh/Sites/jp_ricoh/IR/events/2020/pdf/IRDay_05.pdf ：P1
2 サステナビリティレポート2020
https://www.ricoh.co.jp/-/Media/Ricoh/Sites/co_jp/sales/about/csr/report/pdf/csr_report2020_all_a4.pdf?1 ：P23

	記載内容抜粋
	◇全国に拡がる圧倒的な戦力と顧客基盤
・顧客基盤：約100万事業所
・拠点数：約350拠点
・従業員数：約18,000人
・販売・サービス、パートナー社数：約3,200社

◇コーポレート・ガバナンス
・コーポレート・ガバナンスの継続的な強化と推進に取り組み、持続的な成長と企業価値の増大を図る。
・自ら掲げた戦略や事業目標などを組織として機能させ、達成するために、内部統制のプロセスを整備・運用する。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 RICOH Digital Processing Service
https://www.ricoh.co.jp/sales/about/ricoh-digital-processing-service/

2 IR Day 日本におけるオフィスサービス事業
https://jp.ricoh.com/-/Media/Ricoh/Sites/jp_ricoh/IR/events/2020/pdf/IRDay_05.pdf ：P7-P18

3 サステナビリティレポート2020
https://www.ricoh.co.jp/-/Media/Ricoh/Sites/co_jp/sales/about/csr/report/pdf/csr_report2020_all_a4.pdf?1　：P29 

	記載内容抜粋
	◇ニューノーマル時代の新しい働き方を実現する、RICOH Digital Processing Serviceとは 

①業種業務ごとの課題を解決し、「現場とオフィスの間」「ITで行う業務と業務の間」「外部企業との間」「オフィスとホームの間」に介在するストレスをなくし自動化・省人化を実現

②業種業務ごとの固有の業務ワークフローをデジタル化し、その前後のプロセスにある人とデジタルの間のストレスを低減

◇社員の自律的な成長の実現
③「社員の自律的な成長」をビジョンに掲げ、社員一人ひとりが主体的に、スキルを高めていく姿を目指す。
「プロフェッショナル認定制度」を設け、個人ごとのスキルを可視化し、ステップアップに必要な育成プログラムを整える。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 中長期展望と、第20次中期経営計画


	公表
	1 2021年3月3日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 https://jp.ricoh.com/-/Media/Ricoh/Sites/jp_ricoh/IR/events/2020/pdf/r02_keiei.pdf　：P18


	記載内容抜粋
	◇施策:顧客の開拓と深耕によるストックビジネス拡大
・“スクラム・オン・スクラム“（導入済み顧客への更なるパッケージ導入で顧客維持・顧客単価増・ストック拡大
・GIGAスクール・地方自治体デジタル化等の政府主導デジタル化ニーズ獲得
・ストックに繋げるEDW連携

◇オフィスサービス事業売上高
・FY22　：　FY20比＋790億円（127％）

◇スクラムパッケージ・アセット売上高
・FY22　：　FY20比＋700億円（209％）

◇スクラムパッケージ顧客比率
・FY22　：　20%（FY20比＋10ポイント）

◇スクラムパッケージ販売本数
・FY22　：　130,000本（FY20比＋65,000本）



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1 2020年11月26日


	発信方法
	1 IR Day 日本におけるオフィスサービス事業
https://jp.ricoh.com/-/Media/Ricoh/Sites/jp_ricoh/IR/events/2020/pdf/IRDay_05.pdf　：P3,P4,P18,P20

	発信内容
	◇リコージャパンの実績
・オフィスサービス事業の売上構成
　FT20比　売上2倍、構成比+18%
・J.D.Power社満足度調査
　ITソリューションプロバイダー　6年連続1位
　IT機器保守　6年連続1位

◇リコージャパンにおけるSI売上比率
・FY17比+8ポイント（25％→33%）

◇RICOH Digital Processing Service実績
・FY20のリコージャパン売上の約1/8

◇リコージャパンの近未来のポテンシャル
・リコージャパンは全国隅々の中小企業にまで高度な価値提供を均質に展開できる唯一の企業
・全国中小企業に対する業務のデジタル化支援が継続的に拡大



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年1月頃　～2021年3月頃

	実施内容
	DX推進指標自己診断フォーマットを添付いたします。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	1 2004年12月頃　～現在


	実施内容
	1 リコーグループの情報セキュリティ
https://jp.ricoh.com/security/management
◇国内外のISMS認証取得状況
・国内8社、海外49社、計57社がISMS認証を取得済み（2020年6月現在）
・リコーの国内グループ会社は2004年12月にISMS認証を取得。
・2006年には海外のグループ会社も認証に加わり、グループとしての情報セキュリティ推進体制の確立、定着をはかってきた。
・お客様や外部機関からISMS認証取得の要請を受けた会社・組織で、認証を取得していく方針を掲げてる。
・2019年度、ISMS認証の更新審査を受審し、認証を継続している

◇サイバーセキュリティ成熟度評価
・リコーグループでは、内部監査および外部審査を通じて、第三者がISMSの適合性や有効性を確認できる仕組みを整備。
・2018年度も継続して監査を実施し、外部監査の結果から「横断的な情報セキュリティガバナンス体制のさらなる強化」が課題として浮かび上がる。
・監査結果に基づき、より強靭で横断的なガバナンス体制の構築に取り組んでいる。
※情報処理安全確保支援士在籍人数：15名（2020年12月時点）



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

